
・
個
々
の
事
情
に
よ
り
、
書
面
で
の
手

　
続
き
が
望
ま
し
い
と
判
断
さ
れ
た
場

　
合
は
、
所
定
の
申
請
用
紙
で
再
提
出

　
を
お
願
い
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

▼
問
合
せ　
税
務
課 

資
産
税
（
土
地
・

家
屋
）
係

　
☎
72
‐
6
9
0
5

　
町
で
は
、
地
区
社
会
福
祉
協
議
会
単

位
で
設
置
さ
れ
た
地
域
づ
く
り
委
員
会

や
町
民
活
動
団
体
が
、
地
域
の
課
題
解

決
や
町
の
活
性
化
を
図
る
た
め
に
取
り

組
む
地
域
づ
く
り
活
動
に
対
し
て
、
そ

の
事
業
経
費
の
一
部
を
支
援
し
ま
す
。

【
地
域
づ
く
り
事
業
交
付
金
】

▼
対
象
団
体　
那
須
町
地
域
づ
く
り
委

員
会
、
自
治
会
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
、

町
民
団
体
、
特
定
非
営
利
活
動
法
人

な
ど
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タ
ウ
ン
ト
ピ
ッ
ク
ス

子
育
て・

ほ
け
ん
だ
よ
り

生
涯
学
習
だ
よ
り

図
書
館
だ
よ
り

那
須
高
校
タ
イ
ム

カ
メ
ラ
ス
ケ
ッ
チ

み
ん
な
の
広
場

カ
レ
ン
ダ
ー

無
料
相
談
会・

消
費
の
豆
知
識

タ
ウ
ンinform

ation
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９
月
１
日
か
ら
、
固
定
資
産
税
に
係

る
次
の
手
続
き
が
L
I
N
E
で
出
来
る

よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　
Q
R
コ
ー
ド
を
読
み
取
る
こ
と
で
、

手
続
き
を
開
始
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
那
須
町
L
I
N
E
公
式
ア
カ
ウ
ン
ト

を
友
だ
ち
追
加
し
て
い
な
い
方
は
事
前

に
友
だ
ち
追
加
が
必
要
で
す
。

・
税
務
関
係
書
類
の
送
付
先
届

・
納
税
管
理
人
申
告
書

・
相
続
人
代
表
者
指
定
届

・
建
物
異
動
届

▼
対
象
事
業　
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
法
に
基
づ
く
「
第
２
期
那
須
町

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」

に
お
け
る
基
本
目
標
に
掲
げ
る
事
業

で
、
那
須
町
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
が

採
択
し
た
事
業
の
う
ち
、
町
長
が
必

要
と
認
め
る
事
業
。

▼
交
付
限
度
回
数　

　
1
事
業
に
つ
き
、
最
大
3
年
間

※
那
須
町
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
が
採
択

し
た
場
合
に
限
る
。

▼
交
付
額
　

・
1
年
目　
対
象
経
費
の
8
/
10
以
内

　
（
交
付
限
度
額
は
8
0
0
，
0
0
0
円
）

・
2
年
目　
対
象
経
費
の
6
/
10
以
内

　
（
交
付
限
度
額
は
6
0
0
，
0
0
0
円
）

･
3
年
目　
対
象
経
費
の
4
/
10
以
内

　
（
交
付
限
度
額
は
4
0
0
，
0
0
0
円
）

▼
事
前
協
議
期
間
　

　
10
月
1
日
㈬
〜
３1
日
㈮

※
事
前
協
議
に
は
、
事
業
に
つ
い
て
地

域
で
話
し
合
い
が
行
わ
れ
、
地
域
住
民

の
意
見
が
反
映
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
確

認
で
き
る
議
事
録
が
必
要
で
す
。

▼
申
請
受
付
期
間　

　
11
月
1
日
㈯
〜
15
日
㈯
消
印
有
効

※
詳
し
く
は
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
い
た
だ
く
か
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

▼
問
合
せ　
企
画
政
策
課
総
合
政
策
係

☎
72
‐
6
9
0
6

・
未
登
記
家
屋
の
所
有
権
移
転
届

・
家
屋
の
利
用
状
況
に
関
す
る
申
告
書

　
各
手
続
き
の
詳
し
い
情
報
は
、町
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

▼
注
意
事
項

・
一
部
の
手
続
き
は
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー

ド
に
よ
る
認
証
が
必
要
で
す
。
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
お
持
ち
で
な
い

方
や
機
器
等
の
関
係
で
認
証
が
出
来

な
い
方
、
法
人
等
は
手
続
き
が
で
き

ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。
ま

た
、
デ
ー
タ
フ
ァ
イ
ル
の
添
付
が
必

要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
。
フ
ァ
イ
ル

の
送
信
な
ど
に
係
る
通
信
費
用
は
申

請
者
の
負
担
と
な
り
ま
す
。

・
手
続
き
後
、
内
容
確
認
の
た
め
に
電

話
や
メ
ッ
セ
ー
ジ
な
ど
を
送
信
す
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
返
信
が
な
い
場

合
は
、
手
続
き
が
で
き
な
い
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

固
定
資
産
税
の
一
部

手
続
き
が
L
I
N
E
申
請
に

対
応
し
ま
し
た

令
和
8
年
度
地
域
づ
く
り

事
業
交
付
金
の
ご
案
内

〜
事
前
協
議
は
10
月
1
日

　
　
　
　
　
　
　
か
ら
で
す
〜

令和７年国勢調査へのご協力をお願いします
　国勢調査は、日本に住んでいるすべての人および世帯を対象とした国の最も重要な統計調査です。
国内の人口や世帯の実態を明らかにするため、５年ごとに行われます。
　調査結果は、少子化や高齢社会対策、防災対策などの重要課題に対する施策に活用されるとともに、
民間企業や研究機関でも広く利用され、国民生活に役立てられています。９月中旬から国勢調査員が
各世帯を訪問し調査票を配布いたしますのでご協力をお願いします。
■問合せ　企画政策課総合政策係　☎72-6906


